
○全国で見ると、５割弱の企業が、現時点で影響はないものの将来マイナスの影響が出てくることを懸念している。

その理由として、今後、追加利上げが行われた場合、設備投資計画等の見直しをする必要が出てくることが

挙げられている。一方、現在マイナスの影響があると考えている企業及び将来も含めて影響はないと考えている

企業は、各々２割弱である。

○規模別に見ると、大企業よりも、中小企業の方が、将来マイナスの影響が出てくることを懸念している企業の

割合が高い。（大企業４割強、中小企業約５割） これは、中小企業の方が、将来追加利上げが行われた場合の

経営への悪影響を強く懸念しているためと考えられる。

○業種別に見ると、製造業と非製造業との間では、大きな差が見られなかった。

（注）ゼロ金利政策解除が地域経済に与える影響を緊急調査。
調査期間：７月１８日～２６日
対象企業：対象企業１２０４社（製造業６４６社、非製造業５５８社）、協同組合、商店街等５８団体、地銀等７３金融機関

ゼロ金利政策解除の影響調査ゼロ金利政策解除の影響調査～～①①概要概要（０６年８月４日公表）（０６年８月４日公表）

②業種別影響①規模別影響

大企業に比べ、中小企業の方が、今回のゼロ金利

解除による影響をより厳しく捉えている。例えば、現在
又は将来マイナスの影響があると考えている企業の
割合は、中小企業の方が大きい。これは、中小企業
の方が、短期及び長期ともに間接金融に依存してい
る度合が高いためと考えられる。

③金融機関等への影響

【地銀等地元金融機関】
約８割の地元金融機関が、今後の企業

向け短期プライムレートの利上げについて
未定としている。
一方、１年物定期預金金利については、

９割以上の地元金融機関が引き上げ済で
ある。
長期固定貸付の引き合いなどに関する

問い合わせが増えた地元金融機関は全
体の２割弱に留まる。

【政府系金融機関】
融資相談などの問い合わせはあまり増

加していない。一方、今後の追加利上げ
が地域経済に悪影響を及ぼすことを懸念
している。

【協同組合、商店街等】
現時点で影響はないものの将来マイナ

スの影響が出てくることを懸念する声が多
かった。

参考２－１

【製造業】 【非製造業】【大企業】 【中小企業】
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今回のゼロ金利解除による影響について、製造業

と非製造業との間では、大きな差が見られなかった。
この理由として、借入金依存度が製造業と非製造業
では大きく異なっていないことが考えられる。



ゼロ金利政策解除の影響調査～ゼロ金利政策解除の影響調査～②②地域ごとの影響地域ごとの影響（０６年８月４日公表）（０６年８月４日公表）

【【沖縄沖縄】】管内企業５３社調査（大１３社、中小４０社） 【【北海道北海道】】管内企業８５社調査（大４７社、中小３８社）

【【東北東北】】管内企業８２社調査 （大４３社、中小３９社）

【【中部（東海）中部（東海）】】管内企業１２０社調査（大７６社、中小４４社）

【【中部（北陸）中部（北陸）】】管内企業５２社調査（大３１社、中小２１社）

【【近畿近畿】】管内企業２８６社調査 （大１３１社、中小１５５社）

【【中国中国】】管内企業１１６社調査（大３８社、中小７８社）

【【四国四国】】管内企業７２社調査（大２９社、中小４３社）

【【九州九州】】管内企業１３０社調査（大７９社、中小５１社）

○地域別に見ると、関東、北陸、中国、四国及び沖縄の５地域で、５割以上の企業が現時点で影響はないものの将来マイナスの影響が出てくるこ
とを懸念している。一方で、関東、東海、北陸及び近畿では、約２割～３割の企業が将来も含めて影響がないと考えている。

○規模別に見ると、大企業では、北陸及び沖縄の２地域において５割以上の企業が将来マイナスの影響が出てくることを懸念する一方、中小企
業では、中国、四国、沖縄等において将来のマイナス影響に対する懸念割合が高くなっている。

（注）ゼロ金利政策解除が地域経済に与える影響を緊急調査。
調査期間： ７月１８日～２６日
対象企業：１２０４社（大企業５８１社、中小企業６２３社）

参考２－２

【【関東関東】】管内企業２０８社調査（大９４社、中小１１４社）

１８％９％１３％将来も含め影響なし

２６％２６％２６％現在マイナス影響あり

５３％４０％４６％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

１５％１４％１５％将来も含め影響なし

２１％２６％２３％現在マイナス影響あり

３３％３５％３４％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

２０％２０％２０％将来も含め影響なし

３２％１６％２２％現在マイナス影響あり

３４％３６％３５％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

２０％２０％２０％将来も含め影響なし

１６％１０％１３％現在マイナス影響あり

５０％４７％４９％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

１４％２１％１７％将来も含め影響なし

１６％１７％１７％現在マイナス影響あり

５８％４８％５４％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

６％１４％１１％将来も含め影響なし

２７％２４％２５％現在マイナス影響あり

４７％２８％３５％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

１２％１６％１３％将来も含め影響なし

１７％１６％１６％現在マイナス影響あり

６４％４７％５９％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

４３％２３％３１％将来も含め影響なし

０％１０％６％現在マイナス影響あり

４８％５８％５４％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

１５％３０％２２％将来も含め影響なし

２４％７％１６％現在マイナス影響あり

５６％４７％５２％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業

１３％８％１１％将来も含め影響なし

２３％８％１９％現在マイナス影響あり

５０％７７％５７％将来のマイナス影響懸念

中小大全企業


